
求職者の実証研究を通して、高齢者の就労支援

のあり方について論考することとした。

　欧米諸国と比較した時、この種の研究領域に

ついて、我が国での体系的な検討は数少ない 2）。

その理由としては、第一に産業別就業者数の推

移をみると、1950 年頃までは、農業をはじめと

した第一次産業の占める割合が大きかったこと

が挙げられる。第二に、第三次産業の就業者が

激増してきた 1950 年代以降は、被雇用者に対し

て終身雇用、年功序列型賃金、退職金、企業年

金といった日本型経営を象徴する画一的な諸制

度があったため、欧米のような労働形態の多様

性、高齢期の再就職といった研究の必要性が乏

しかったためと考えられる。

1　はじめに
　我が国の高齢者雇用政策は、2006 年の高年齢

者雇用安定法の改正により 65 歳までの継続雇用

が進められてきた。次いで、2013 年 4 月施行の

同法の更なる改正により 65 歳までの継続雇用が

より強化された。これらの背景としては、少子・

超高齢社会が進展する状況下で、不足する労働

力として高齢者が活躍することや、社会保障の

受給者から納税者へと転じることへの期待が大

きい点が挙げられる。一方では、高齢者の就労

は、本人にとっても心身の健康維持や社会参加

の手段といったポジティブな側面が期待される。

本稿ではこうした高齢者の就労の現状と課題に

ついて先行研究を概観し 1）、筆者らが進める高齢

〜要旨〜
　少子・超高齢社会が進展する我が国においては、高齢者の就労に多面的な期待が寄せられている。
先行研究を概観した結果、退職によるストレスからの解放の観点からは健康にプラスの影響が、社会
参加の喪失や経済的困窮の観点からはマイナスの影響が示唆された。求職高齢者に着目し就労支援シ
ステムのあり方を検討した結果、ハローワークやシルバー人材センターを補完するアクティブシニア
就業支援センターは多様な目的・背景を持つ人々が利用する。高齢者の就労支援システムの目指すべ
き方向として、①社会参加支援として長期的視点で求職者と関わるべき、②活力あるキャリア層を取
り込む仕組みづくり、③保育・介護といった緊喫の課題解決に向けた就労を勧奨する仕組みづくりが
挙げられる。高齢者の社会参加・健康維持の促進という地域包括ケアシステムの視点から、高齢者の
特徴を活かした新たな就業体制を開発・構築することが急務である。

藤 原　佳 典
東京都健康長寿医療センター研究所　社会参加と地域保健研究チーム

研究部長（チームリーダー）

高齢者の就労と健康 ―就労支援の視点から―
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況が整いつつある。そこで本稿では、2018 年時

点で労働力人口 6,830 万人の約 3 分の 1 を占め

る高年齢者（図 1）4）についての先行研究の概

観から始めたい。

2　先行研究から見た高齢期の退職が健康に
与える影響

　離脱理論と活動理論は老年学の領域で長く論

争されてきたテーマであり、高齢者と社会との

結びつきに関して正反対の考え方である 離脱

理論によれば高齢者が年齢に応じて社会から引

退していくことは自然なことであり活力がなく

　しかしながら、2013 年 4 月の「高年齢者等の

雇用の安定等に関する法律」の改正において、

①定年の引き上げ、②継続雇用制度の導入、③

定年の定めの廃止のいずれかの措置の導入によ

り、原則 65 歳までの希望者全員が継続雇用され

ることになった。2014 年 10 月に厚生労働省が

発表した高年齢者の雇用状況調査の集計結果 3）

によると、そうした雇用確保措置を既に実施済

の企業の割合は中小企業 91.9％、大企業 95.6％

であった。更に、2017 年 6 月時点では、中小企

業 99.7％、大企業 99.9％まで向上し、65 歳まで

の就労を希望する人の全員が就労可能となる状

図 1　労働力人口の推移

（出所）総務省「労働力調査」（https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2019/zenbun/pdf/1s2s_01.pdf　図 1 － 2 － 1 － 10）
（注 1）「労働力人口」とは、15 歳以上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせたものをいう。
（注 2）平成 23 年は岩手県、宮城県及び福島県において調査実施が一時困難となったため、補完的に推計した値を用いている。
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で多岐に及んでいる。

　一方、我が国で高齢期の退職が健康に与える

影響を調べた研究では、退職は精神健康を害す

るようなストレスフルなイベントではなく、む

しろ生活満足度を向上させると報告されている
7、8）。しかし、15 年以上前のこの 2 つの研究以降、

主だった研究は見られない。最近の我々の首都

圏ベッドタウンにおける 4 年間のコホート研究

によると、定年以降も働いていた人が退職した

場合に比べて就労を継続する場合はフルタイム、

パートタイム共に健康維持に有効であった。定

年以降の就労からの離脱により精神健康は初期

2 年以内に短期的に低下し、生活機能は 4 年間

にわたり徐々に低下することが示された 9）。 

　さらに近年、高齢者の貧困化がマスコミで報

じられているが、例えば、平成 30 年版高齢社会

白書によると 65 歳以上人口に占める生活保護受

給者の割合は 2002 年の 1.90％から 2018 年には

2.89％まで増加している。我が国において高齢期

の離職が、近年になり健康に負の影響を及ぼす

ようになった背景には、こうした経済的困窮に

直面する高齢者の実情が反映されているのかも

しれない。

　また、ボランティア活動など他の社会貢献活

動と退職の関連を論じた研究も見られる。自治

体職員における研究 10）では定年退職後の就労が

社会貢献活動として意識されており、千葉県柏

市での研究 11）では一旦、就労を止めてしまうと

それ以外の社会参加活動にも参加しにくくなる

とされている。一方、 Sugihara ら 12）の全国調査

によると特に男性の場合、退職によりうつ傾向

が助長されるが、その抑止策としてボランティ

ア活動に従事することが有効とされる。また女

性においては家事だけでは不十分であり、他の

社会活動を持つことがうつ傾向を軽減すると指

摘している。

なっていくのであるから負荷の大きい作業から

離れることで 精神的にも身体的にも向上すると

される。それとは逆に、活動理論によれば社会

との適切な関係を維持することがサクセスフル・

エイジングとなり社会からの引退はその人の健

康を低下させると考える。

　Heide ら（2013）5） の 総 説 論 文 で は、22 件

の縦断研究が検索されており、その内 11 件が

2000 年以降に行われたものである。それらの研

究の見解は概して、①定年退職は精神的健康に

ポジティブな影響がみられるが、②主観的健康

感や身体的健康に対してはネガティブな影響が

ある場合もあるとされる。さらに③作業労働者

と事務労働者といった職種による差、自発的退

職と解雇や健康問題といった自発的でない退職

による差など、諸要因による違いが報告されて

いる。

　こうした退職に関する研究では、一般的に退

職の前後でどのような生活や健康面の変化が起

こったのかを定量的に検証している。そこで今

後我が国においても検証すべき変数の参考とす

るために、新たに海外論文12本をレビューし1、6）、 

以下の変数を抽出した。まず目的変数としては、

抑うつ傾向、生活満足度、対人接触頻度、アル

コール・薬物依存、主観的健康感、ADL（日常

生活動作能力）、特定疾患の有無が用いられてい

た。説明変数については、社会的背景要因とし

て、早期退職、再雇用・年金制度の状況が見ら

れた。個人属性としては、性、年齢、職業・職

種、居住地、貯金、転職経験、退職理由の違い、

正規と非正規雇用の違い、同居家族、健康状態、

退職に向けての人生設計、周囲の人の定年退職

に対する意識、離死別や健康障害といったライ

フイベントの有無等による多様性が検討されて

いる。観察期間については、退職直後の短期的

影響から数年後における影響を検討した研究ま
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期的な生活機能の維持に寄与する可能性がある。

従来は、高齢者の健康増進にむけた社会参加・

社会貢献の方策の一つとしてボランティア活動

が着目されてきたが 14）、近年では、第一ステー

ジである就労も注目する必要がある。その背景

には、近年の 59 歳以下労働人口の危機的な減少

に加え、高齢者の健康度が相対的に向上してい

る点や、女性の就労による社会進出が進むと同

時に、女性に比べて社会的孤立傾向が強いとさ

れる男性の社会活動 15）として支持される可能性

がある点が考えられる。一方、現在仕事をして

いる 60 歳以上の者の約 4 割が「働けるうちはい

つまでも」働きたいと回答している。70 歳くら

いまでもしくはそれ以上との回答と合計すれば、

約 8 割が高齢期にも高い就業意欲を持っている

（図 2）。

　社会参加の観点からの研究では、上述の退職

研究のような「退職」という一時点のイベント

による効果の検証でなく、就労している高齢者

と就労していない高齢者とを追跡して心身の健

康状態の変化を比較することが求められるだろ

う。そこでこうした観点からも新たに 22 本の論

文を概観した 1）。 

　海外の研究では、就労が健康に与える影響につ

いて 15 件中 14 件がプラスの影響を報告してお

り、1 件は両者に交差作用があるとされていた1）。

 3　高齢期の社会参加としての就労が健康に
与える影響
　このように高齢期の就労は退職というライフ

イベントの影響を調べる研究が散見される一方

で、近年は社会参加の促進の観点からの研究も

進められている。高齢者の社会参加とは社会の

一員としての様々な役割が期待されると同時に、

社会参加を通じて高齢者自身の健康増進や介護

予防に資するように論じられることが多い。筆

者は、高齢者の社会参加とはライフコースに沿っ

て重層的に推移していくものであり、求められ

る生活機能や社会的責任の程度により高次から

低次へと階層構造をなすと考えている 13）。例え

ば、金銭的報酬による責任が伴う就労を第一ス

テージとすると、就労が困難になった人の主な

社会参加の第二のステージは、無償の社会貢献

であるボランティア活動へ移行する場合がある。

他者への直接的な貢献に負担を感じるようにな

ると第三のステージである趣味・ 稽古ごとと

いった自己完結型の生涯学習活動へと移行する。

生涯学習活動の多くは団体・グループ活動であ

る。更に、生活機能が低下すると、団体・グルー

プ活動の制約に縛られない第四ステージの友人・

知人などとの私的な交流や近所づきあいへと移

行する場合が多いと考えられる。介護予防の観

点からは、より上位の活動を維持することが長

図 2　あなたは、何歳頃まで収入を伴う仕事をしたいですか

（出所）内閣府「高齢者の日常生活に関する意識調査」（平成 26 年）（https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2019/ 
zenbun/pdf/1s2s_01.pdf　図 1 － 2 － 1 － 16）

（注）調査対象は、全国 60 歳以上の男女。現在仕事をしている者のみの再集計。
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4　求職高齢者についての研究の意義
　以上のように先行研究を概観した結果、就労

からの離脱が健康に与える影響について、退職

によるストレスからの解放という観点からはプ

ラスの影響が、一方、社会参加の機会喪失ある

いは経済的困窮への不安という観点からはマ

イナスの影響が示唆された。近年、公衆衛生領

域で注目される健康の社会的決定要因（social 

determinants of health）の一つに経済状況があ

る。高齢者の経済状況は青壮年世代に比べて資

産は多いものの、大半が医療・介護や生活維持の

ために備えられている。所得格差は年齢が上が

るにつれて拡大傾向にあり、生活保護受給者の割

合も高くなる。また、就労に「いきがい」や「人

とのつながり」を求める人もいれば、「働かざる

を得ない」人もいる。「人間は自己実現に向かっ

て絶えず成長する生きものである。」と提唱した

マズローは、人間の行動の源となっている欲求

が、生理的欲求（第一段階）、安全と安心の欲求

（第二段階）、所属と愛の欲求（第三段階）、 自尊

就労者では抑うつ傾向が低いとの報告は 10 件に

及ぶが、生活満足度が高いとした研究は 5 件に

限られている。また生活機能との関連の検証で

は IADL（手段的日常生活動作能力）の維持に効

果があるとの報告が 3 件あった。その他では 7

年後の健康状態 16）、認知機能 17）、虚弱 18）への

好影響が示されている。またボランティアや近

所づきあいといった他の社会活動と就労を比較

した研究が 7 件見られた。 

　我が国の特定地域をフィールドとした研究に

おいても概して、就労は健康に好影響をもたらす 

との結論で一致している。例えば、首都圏の

ニュータウンにおける追跡研究では 3 年後の生

存率を上昇させるとする報告 19）がある。また、

筆者らは農村部と都市部における 8 年間の長期

追跡により、男性では、地域に関わらず基本的

日常生活動作能力（BADL）の低下を有意に抑

制したが、都市部の女性では有意ではないこと

を報告した（図 3）20）。

図 3　8 年後の生存者数に占める自立維持者率
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現を用いる事が多い。こうした就業は生計に必

要な賃金を得るための労働政策の文脈にある稼

得型就労と区別され、高齢者福祉の一環として

取り組まれてきた福祉型労働である。従って、

労働者は雇用主との直接の雇用関係を持たない。

また、原則 60 歳以上を対象に、「自主・自立、

共働・共助」を理念とし、会員自らが運営に参

画する組織である。シルバー人材センターは、

家庭、企業、公共団体（発注者）から「臨時的・

短期的又はその他の軽易な仕事」を請負又は委

任形式の形式で受注する。次いで、会員として

登録した高齢者の中から 適任者を選びその仕事

を遂行するシステムをとっている。2017 年度の

統計では全国に 1325 団体、会員数は約 71.3 万

人である。しかし 2009 年のピーク時の会員数が

約 79.2 万人であることからすると、現在は会員

数が減少傾向にある。 

（1） シルバー人材センターの現状と動向
　東京都町田市のシルバー人材センターでは

2006 年からダイヤ高齢社会研究財団と共同で

「生きがい就業の介護予防効果に関する共同研

究」24）を行っている。この報告ではシルバー人

材センターの会員が生活機能及び主観的健康感

において良好であることが明らかにされている。

　しかし、シルバー人材センターで斡旋される

業務は短時間の簡単な軽作業業務（施設管理、

清掃、屋内作業など）に限られ 25）、また週 20 時

間までの就業に制限してワークシェアリングを

行っているため、このように制約された就業条

件で満足が得られない高齢者が退会する事象も

指摘されている。更に原田ら 26）は、特に事務職

を希望する人の退会する傾向が高いと報告して

いる。これらの要因として、①高齢者による起

業や NPO 法人への参画・従事といった多様な社

会貢献の形態が提示されてきたこと、② 1990 年

心の欲求（第四段階）、自己実現の欲求（第五段階）

の 5 段階に階層化されていることを示した 21）。

就労の主な動機に当てはめると、 貧困の回避と

いう意味で、金銭目的が、生理的欲求（第一段

階）に相当し、いきがいの追求を目的することが、

自己実現の欲求（第五段階）に相当するものと

考えられる。就労の動機を金銭目的か否かに大

別して比較することにより、健康への影響は異

なる可能性がある。そこで筆者らは、高齢者の

就労理由の差異に基づき、都内の 65 歳以上高齢

者を対象に 2 年後の心身の健康状態を比較した。

就労理由により、健康度自己評価や生活機能に

おける差は見られなかったが、金銭的理由によ

り就労する高齢者は非金銭的理由に比べて初回

調査時点で、既に、心理社会的問題を抱えており、

就労していても、その後の、精神的健康の改善

は認められなかった 22）。

　一方、筆者らの調査によると、精神健康の決

定要因として、客観的な収入階層に加えて主観

的な暮らし向きの影響も重要である 23）。所得の

うちで可変的な「稼働所得」を増やすこと、例

えば、再就職することにより、高齢者の心身の

健康が維持・回復するのではなかろうか。筆者

らは、その前段階として、これまであまり着目

されてこなかった求職高齢者の現状と課題につ

いて研究を進めてきた。

　求職高齢者研究は、高齢者自身の問題だけで

なく、我が国の労働力へのインパクトの側面か

らも重要であることは言うまでもない。その際

に、高齢者に特化した就労支援のシステムのあ

り方の検討も求められる。

5　求職高齢者に対する就業支援機関の役割
　我が国の高齢者就労支援の主流はシルバー人

材センターによるものである。シルバー人材セ

ンターが仲介する「就労」は「就業」という表
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いて検証した 27）。

　対象施設に初めて来所した求職者 180 名に対

してアンケートを配布し、郵送での回答の返送

を求めた。その後同一求職者に対して 2 週、4 週、

8 週、12 週後に求職状況について追跡を行った。

調査期間は 2013 年 1 月末から 2014 年 3 月末の

1年2ヶ月である。回答者128名（平均年齢63.8歳）

の内訳は男性 82 名、女性 46 名で、世帯年収

300 万円未満が 68.0％、100 万円未満が 16.0％を

占めた。総じて、来所求職者には 65 歳未満及び

男性を中心とし経済的リスクを抱え、精神的健

康状態や社会的交流が劣るハイリスク層と、65

歳以上及び女性を中心とした健康づくり、生き

がいを求めて求職する層の 2 層が混在すること

が明らかとなった。対象の高齢者専用就業支援

施設では 既存の就業支援施設で満たされないこ

れらタイプの異なる 2 つのニーズを満たす受け

皿となっている事が明らかとなった。

（4） 地域包括ケア時代の高齢者就労支援シス
テムの方向性

　こうした高齢者の就労支援システムに関わる

様々な実態を鑑みて、その目指すべき方向とし

て、筆者らは以下の 3 点を挙げたい。

　第一は就労支援に限定せず社会参加支援とし

て長期的な視点で求職者とかかわる点である。

経済的な理由で就労を行う高齢者では、離職し

た途端に社会的孤立、生活困窮へと陥る危険性

は高い。上記のアクティブシニア就業支援セン

ター利用者の中のハイリスク層に代表される男

性や、社会経済的リスク者は、地域の健康教室

や介護予防事業に積極的に参加することは期待

しづらい。保健福祉専門職からすると、通常業

務の中では最も関わりをもちにくい潜在的リス

ク群と言える。これらの人たちに対して求職活

動を入り口として保健部局や地域包括支援セン

代以降 65 歳までの雇用延長措置がなされるよう

になったこと、③シルバー人材センター会員の

高年齢化等が考えられる。

　一方で、政府が掲げる一億総活躍社会の実現

に向けて、シルバー人材センターの就業時間規

制を 2016 年度以降、労働者派遣と有料職業紹介

に限り、週 40 時間に引き上げられており、高齢

者就業支援機能の強化が期待される。

（2） アクティブシニア就業支援センターの取
り組み

　筆者らは現在、都内 2 か所にある高齢者専用

の就労支援施設の協力のもと、高齢者の就労

支援システムに関する多面的な研究 ESSENCE

（Employment Support System for Enhancing 

Community Engagement1））プロジェクトを推進

してきた。本施設は福祉保健施策として、従来の

ハローワークやシルバー人材センターといった

高齢者に対する就労支援施設を補完する役割を

もつ。東京しごと財団が実施するアクティブシ

ニア就業支援センター事業の助成を受けて、地

元自治体の支援のもと、社会福祉協議会などが

運営するもので、都内 12 か所に開設されている。

対象は 55 歳以上の求職者であり、求人内容はハ

ローワーク求人の内、高齢者を対象としたもの

と地元企業の高齢者を対象とした求人の両者か

らなる。業種は清掃、警備、調理、製造、運転、

マンション管理など作業労働が多いが、一般の

雇用契約に基づく就労で就業時間等に特別な制

限はない。

（3） アクティブシニア就業支援センター利用
者調査から見た高齢求職者の課題

　一つのアクティブシニア就業支援センターを

利用する求職者を対象とした縦断調査を行い、

求職者の特徴とその利用実態、成果、役割につ
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齢者は、国際的に見て現役世代と遜色のない能

力を有している。今後、益々このような能力の

ある高齢者が就労を通した社会参加・社会貢献

できる社会を創出する必要がある。そのために

は、日本社会に根強く残る「エイジズム」を克

服し、年齢に関係なく能力に基づいて働くこと

ができる「エイジレス就業」を実現しなければ

ならない 28）。一方では、高齢労働者による深刻

な事故が、社会に大きな波紋を投げかけている

ことも事実である。今後は、就労や求職してい

る高齢者の能力を適切に評価する基準づくりも

求められる。わが国が直面する少子超高齢・人

口減少社会においては、高齢者を若者や外国人

労働者と同等に競争させるのでなく、また、単

純に、ICT や AI との能力比較で考えるのでも

なく、高齢者の社会参加・健康維持の促進とい

う地域包括ケアシステムの視点から、ワークシェ

アリングや高齢者ならではの特徴を生かした新

たな就業体制を開発・構築することが急務であ

る。
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